
（平成２１年９月１６日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 5 件

厚生年金関係 5 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 2 件

厚生年金関係 2 件

年金記録確認大分地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



大分厚生年金 事案 311 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ所における資格取得日に係る記

録を昭和 20年４月６日に、資格喪失日に係る記録を 22年９月 27日に訂正し、

申立期間の標準報酬月額を 20 年４月から 21 年６月までは 30 円、同年７月か

ら 22年５月までは 90円及び同年６月から同年８月までは 200円とすることが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 20年４月６日から 22年９月 27日まで 

    私は、昭和 20年４月６日に、Ａ社Ｂ所に養成工として入社した後、Ｃ学

校に通いながら、同社のＤ部Ｅ係に勤務し、22年９月に当時のＦ省Ｇ所へ

の入所のため退社したが、この間の厚生年金保険の加入記録が無い。 

申立期間について、厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

１ Ｈ社Ｉ所（旧Ａ社Ｂ所）は、申立人の工員台帳を保管しているところ、同

社から、申立人の申立期間に係る在職期間証明書が発行されており、申立人

が、申立期間においてＡ社Ｂ所に勤務していたことが認められる。 

なお、申立人は、Ａ社Ｂ所の教習所長が発行したＣ学校の卒業証書、同社

に就職した際、同社に作成させられたとする印鑑（工員判）を所持し、申立

人が写しとして所持している次の勤務先であるＦ省（後の旧Ｊ省）の人事記

録により、「20・４・６Ｂ所養成工 22・９・25 退職（一身上の都合）」と記

載されていることが確認できる。 

また、Ｈ社Ｉ所に照会した結果、同社は、「申立人は、本工員として常用

的雇用関係にあり、昭和 20 年４月６日から 22 年９月 26 日まで当社に在籍

し、申立期間の厚生年金保険料を給与から控除していたものと考えられる。



また、申立期間について、厚生年金保険被保険者資格取得届及び資格喪失届

を社会保険事務所に提出したと考えられる。さらに、当時、従業員を雇用し

た場合、雇用した全員を、雇用した日から厚生年金保険に加入させていた。」

と回答している。 

これらを総合的に判断すると、申立人が、申立期間においてＡ社Ｂ所に勤

務し、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められる。 

２ 申立期間の標準報酬月額については、工員台帳から確認できる当時の  

日給額から、昭和 20 年４月から 21 年６月までは 30 円、同年７月から 22

年５月までは 90 円、同年６月から同年８月までは 200 円とすることが妥当

である。 

３ 事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについて、

事業主は、社会保険事務所に申立人の申立てどおりの届出を行ったと考えら

れるとしているが、仮に、事業主から申立人に係る被保険者資格の取得届が

提出された場合には、その後被保険者資格の喪失届を提出する機会があった

こととなるが、いずれの機会においても社会保険事務所が当該届出を記録し

ていないことは通常の事務処理では考え難い。このため、事業主から当該社

会保険事務所へ資格の得喪に係る届出は行われておらず、その結果、社会保

険事務所は、申立人に係る昭和 20年４月から 22年８月までの保険料につい

て納入の告知を行っていないと考えられ、事業主は当該期間に係る保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 



大分厚生年金 事案 312 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主が社会保険事務所に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する標準

報酬月額であったと認められることから、申立期間に係る標準報酬月額を 15

万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成９年 11月１日から 10年８月６日まで 

     私は、Ａ社で働いていた。月 15万円くらいもらっていたにもかかわらず、

社会保険庁の記録では標準報酬月額が９万 8,000 円となっている。こんな

ことはあり得ないので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険庁の記録では、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は９万 8，000 

円とされている。 

しかしながら、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、当初、15 万円と

されていたところ、Ａ社が適用事業所に該当しなくなった平成 10 年８月６日

の後の同年８月 21日付けで遡及
そきゅう

して９万 8，000 円に引き下げられていること

が確認できる。 

また、Ａ社の複数の元同僚は、「申立人は、Ｂ業務の手伝いをしており、経

営者的な立場にはなく、社会保険の業務にも関与していなかった。」と証言し

ており、申立人は、申立期間当時、監査役の役職であったが、社会保険業務に

関する権限を有していなかったものと認められる。 

さらに、Ａ社の元代表取締役は、「当時、社会保険料を滞納しており、滞納

分の保険料は自分の年金の標準報酬月額を引き下げることで話がついた。」と

証言しており、当該代表取締役以外の従業員や役員は標準報酬月額が遡及
そきゅう

訂正

されたことを知らなかったものと認められる。 

これらを総合的に判断すると、かかる処理を行う合理的な理由は無く、申立

期間において標準報酬月額に係る有効な記録訂正があったとは認められず、申

立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出

た、15万円に訂正することが必要である。 



大分厚生年金 事案 313 

 

第１ 委員会の結論 

 事業主は、申立人が昭和 21年４月 15日に厚生年金保険被保険者資格を取得

した旨の届出を社会保険事務所に行ったことが認められ、かつ、申立人のＡ社

における資格喪失日は、22 年２月１日であったと認められることから、申立

人に係る厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正す

ることが必要である。 

なお、当該期間に係る標準報酬月額については 120円とすることが妥当であ

る。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 20年 10月ごろから 23 年 12月ごろまで 

私は、申立期間について、Ａ社に工員として勤務したので、申立期間につ

いて、厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間のうち、昭和 21 年 4 月 15 日から 22 年 2 月 1 日までの期間につ

いて 

社会保険事務所が保管する厚生年金保険手帳記号番号払出簿には、申立人

の氏名が認められ、同人の厚生年金保険被保険者資格取得年月日は、昭和

21年４月 15日付けであることが確認できる。なお、前記払出簿及びＡ社の

厚生年金保険被保険者名簿には、同年４月 15 日前後において、Ａ社におけ

る多数の被保険者が記載されていることが確認でき、当該払出簿に記載され

た申立人名の手帳記号番号は、申立人が、Ａ社に勤務した当時に払い出され

た手帳記号番号であると考えられる。 

しかしながら、一方において、社会保険事務所が保管するＡ社の厚生年金

保険被保険者名簿には、申立人及び厚生年金保険手帳記号番号払出簿の手帳

記号番号から申立人と同様に昭和21年４月15日付けで払い出された同社の

従業員と考えられる者の健康保険厚生年金保険被保険者整理番号が多数欠

落していることも確認でき、当該名簿は書換え後の名簿であると推認される



ところ、書換え前の名簿については社会保険事務所に保管されておらず、申

立人等の被保険者記録を確認することができない。 

また、社会保険業務センターに照会したところ、申立人の厚生年金保険被

保険者台帳は検索できないとしている。 

さらに、申立人が後に勤務したＢ社が保管する申立人の労働者名簿（申立

人が同社に提出した履歴書を基に同社が作成）によると、申立人は、Ａ社を

退社した後に勤務したとするＣ社の入社年月が昭和 22 年２月と記載されて

おり、申立人が、「Ａ社の勤務期間は１年程度だったと思う。」と述べている

ことと併せて判断すると、申立人は、同年 1月 31 日にＡ社を退職したもの

と考えられる。ちなみに、当該労働者名簿は、同社の前後に申立人が勤務し

たとする事業所名及びその事業所の勤務期間が確認でき、社会保険庁のオン

ライン記録とほぼ一致することから、信憑性
しんぴょうせい

が高いものと認められる。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人に係る年金記録の管理は適切であったとは認められず、事業主は、昭和

21年４月 15日に厚生年金保険被保険者資格を取得した旨の届出を社会保険

事務所に行ったものと認められ、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険

者の資格喪失日は 22年２月１日であったと認められる。 

なお、当該期間に係る標準報酬月額については、社会保険事務所が保管す

るＡ社の厚生年金保険被保険者名簿において、同性、同年齢の元同僚であっ

た者の標準報酬月額から判断すると 120円とすることが妥当である。 

２ 申立期間のうち、昭和 20年 10月ごろから 21年４月 15日までの期間につ

いて 

一方、申立人は、昭和 20年 10月ごろから 21 年４月 15日までの期間にお

いてＡ社に勤務していたと主張しているものの、元同僚に照会した結果、同

人は、「Ａ社は見習い期間を除いて、社員は全員厚生年金に加入させていた。

申立人は憶えているが、勤務期間については定かではない。」と証言してお

り、申立人の勤務期間等を確認することができない上、当時、事業主は入社

と同時には厚生年金保険の加入手続を行っていなかったことがうかがえる。 

このほか、当該期間において申立事業所に勤務し、保険料控除に係る事実

を確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が、厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

３ 申立期間のうち、昭和 22 年 2 月１日から 23 年 12 月ごろまでの期間につ

いて 

申立人は、Ａ社において昭和 23年 12月ごろまで勤務していたと主張して

いるが、22 年２月には、既に、Ａ社を退職し、Ｃ社において勤務していた

ことがうかがえる。 



このほか、当該期間において申立事業所に勤務し、保険料控除に係る事実

を確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が、厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



大分厚生年金 事案 314 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、

申立期間の標準報酬月額に係る記録を 38万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

    住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 13年３月 1日から同年７月１日まで 

   平成 13年３月分から同年６月分の４か月分について、標準報酬月額が 26

万円となっているが、私が所持する当時の給与支払明細書では標準報酬月

額が 38万円に相当する保険料が控除されているので、標準報酬月額を訂正

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持する給与支払明細書から、申立人は、申立期間において、そ

の主張する標準報酬月額（38万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、過失により 26万円の標準報酬月額に相当する報酬月額の届出を行っ

たことを認めていることから、事業主が標準報酬 26万円に相当する報酬月額

を社会保険事務所に届け、その結果、社会保険事務所は、申立人が主張する

標準報酬月額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は

当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



大分厚生年金 事案 315 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたと認められることから、申立人のＡ社Ｂ支社の資格取得日に係る記録を

昭和 27 年４月 10 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 8,000 円とするこ

とが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 11年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 27年４月 10日から同年９月１日まで 

    私は、昭和 14 年 11 月６日にＣ局（後のＡ社）に入社し、52 年 12 月 12

日に退職するまで継続して勤務していた。 

しかし、Ｂ支社に異動した昭和 27年４月 10 日から同年９月１日までの厚

生年金保険の加入記録が確認できないことに納得できないので、申立期間に

ついて、厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録及び事業所から提出のあった人事カードの記録から、申

立人が、申立期間においてＡ社（現在、Ｄ社）に継続して勤務し（昭和 27 年

４月 10日付けで同社Ｅ案内所から同社Ｂ支社に異動）、申立期間に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、社会保険事務所の昭和 27年９

月の記録から 8,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かにつ

いては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺

事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に行

ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこと

から、行ったとは認められない。 



大分厚生年金 事案 309 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間①及び②について、厚生年金保険被保険者として厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 また、申立期間③について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 40年４月１日から 42年３月 1日まで 

  ② 昭和 47年８月１日から 48年 12月１日まで 

  ③ 平成 14年 12月１日から 18年６月１日まで 

     私は、昭和 40 年４月１日から 47年７月 31 日までＡ社に勤務していたの

に、申立期間①の厚生年金保険の加入記録が無い。 

     また、申立期間②については、昭和 47 年８月にＢ社を立ち上げ、Ｃ社に

なるまでの期間の厚生年金保険の加入記録が無い。 

     申立期間③については、Ｄ社に勤務していたが、給与は約 30 万円であっ

たにもかかわらず、標準報酬月額が９万 8,000 円と記録されていることに

納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について 

勤務内容に係る申立人の具体的な供述及び複数の元同僚の証言から、申

立人が、申立期間①について、Ａ社にて勤務していたことを推認すること

ができる。 

しかしながら、社会保険事務所が保管するＡ社の健康保険厚生年金保険

被保険者名簿によると、申立人の厚生年金保険被保険者資格の取得日は、

昭和 42年３月１日付けとなっていることが確認できる。 

    また、Ａ社の当時の社会保険事務担当者に照会した結果、同人は、「当社

の従業員は、昭和 42年２月以前は厚生年金保険に加入していない者がいた

が、同年３月に厚生年金保険の未加入者をまとめて加入させた記憶があ

る。」と証言していることから、当該事業所においては、申立期間当時、入



社後すぐには厚生年金保険に加入させない取扱いがあったものと考えられ

る。 

２ 申立期間②について 

申立人が設立したとするＢ社は、商業登記簿謄本を調査しても確認するこ

とができないところ、当該事業所の経理事務を受託していたとする税理士事

務所は、「同社の経理事務を受託したのは昭和 48年からであるが、受託した

時点では個人事業所であった。」と証言しており、当該事業所は、申立期間

②において、個人事業所であったと考えられる。 

また、社会保険庁のオンライン記録によると、Ｂ社は、昭和 47 年 11 月 1

日付けで厚生年金保険の適用事業所となっており、同社の従業員は、同日付

けで厚生年金保険被保険者資格を取得していることが確認できるが、申立人

は、同社の代表だったと述べており、当該事業所の事業主であったと思われ

ることから、厚生年金保険に加入できなかったものと考えられる。 

３ 上記の１、２項において記載した以外に、申立期間①及び②について、申  

立人が厚生年金保険に加入していたか否かに係る事実を確認できる関連資

料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

  ４ 申立期間③について 

申立人は、申立期間③に係る給与明細書等の関連資料を保管しておらず、

当該期間に係る厚生年金保険料控除額及び報酬月額を確認することができ

ない。 

また、Ｄ社が保管する平成 16 年 12 月から 18 年５月までの賃金台帳及び

15年から 17年までの３年分の市民税、県民税、所得税額回答書から、申立

人の給与月額が社会保険庁の記録上の標準報酬月額を上回っていたことが

認められるものの、当該資料に記載されている社会保険料控除額は、社会保

険庁の記録上の標準報酬月額から算出される保険料控除額とほぼ一致して

いることが認められる。 

    さらに、Ｄ社の実質的な経営を行っていたとする当該事業主の父親は、「申

立人は、厚生年金保険の適用事業所であった当社と未適用事業所であったＥ

社の両方に勤務しており、当社の給与は約 10 万円、Ｅ社の給与は約 20万円

で、両事業所を併せた給与額は合計約 30 万円であったが、社会保険料は、

適用事業所であった当社の給与のみから控除していた。」と証言している。 

    これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立期間③について、申立人が厚生年金保険被保険者として、当該期間におい

てその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたと認めることはできない。 
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第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 41年８月ごろから 44年ごろまで 

     私は、高等学校を卒業後、昭和 41 年８月ごろから 44年ごろまで、Ａ社に

勤務し、ビルの床磨きやガラス磨き等の仕事をしていたが、この期間の厚

生年金保険の加入記録が無い。 

申立期間について、厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の勤務内容に係る具体的な証言内容及び元同僚の証言から、申立人が、

申立期間当時、Ａ社に勤務していたことは推認することができる。 

   しかしながら、複数の元同僚に照会した結果、当該元同僚らは、「申立人の

ことは知っているが、勤務期間は短かったと思う。」とそれぞれ証言しており、

申立人の勤務期間は確認できない上、申立人が記憶する元同僚 14 人のうち、

８人は厚生年金保険の加入記録を確認することができない。 

   また、Ａ社の元社会保険事務担当者に照会した結果、同人は、「申立期間当

時、厚生年金保険に加入させていない従業員もいた。」と証言しており、事業

主は、申立期間当時、必ずしもすべての従業員を厚生年金保険に加入させて

いたわけではなかったものと考えられる。 

   さらに、申立期間に係るＡ社の健康保険厚生年金保険被保険者整理番号に欠

番は無い。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は無い。  

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 


